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第１２章　 こども子育て部 

 
 

（１）こどもまんなか松江プラン（松江市こども計画）の推進　 

すべてのこども・若者が幸せに暮らすことができ、自分に関係することに自分で意見を伝えることのできる「こども

まんなか松江」を目指し、こども・子育て施策を総合的に推進する。 

（２）幼児教育こどもまんなかビジョンによる高い幼児教育・保育の実現 

幼児教育・保育の質の向上に向けた考え方を示すとともに、目指すこどもの姿、保育者像を共有することにより、

質の高い幼児教育・保育の実現を目指す。 

（３）こども家庭センターにおける母子保健と児童福祉の一体的で切れ目のない支援 

母子保健と児童福祉の相談窓口の一本化により、幅広い相談に対応するとともに、児童虐待にかかる「未然防

止の強化」及び「より早期の発見と適切な対応」につなげる。 

（４）産前・産後ケア推進事業 

「温泉ゆったり産後ケア」を通年で実施し、新たに「みんなで HAPPY 産後ケア」（集団型産後ケア）を開始する。ま

た、多胎妊産婦家庭に対して、サポーターによる外出補助、育児・家事支援を引き続き実施し、多胎妊産婦等の負

担軽減を図る。さらに、妊娠期の支援として、妊婦とその家族が妊娠・出産に関する意識を高めることができるよう、

引き続きプレパパ・プレママ教室を実施する。 

（５）こんにちは赤ちゃん訪問事業・養育支援訪問事業　 

生後4か月までの乳児のいる全家庭を保健師又は助産師が訪問し、乳児の発育・発達の確認や育児相談等を

行う。また養育支援が特に必要な家庭には保健師等が訪問し、専門的相談支援を行う。 

（６）５歳児健診事業 

言語の理解能力や社会性が高まり、発達障がいが認知される時期である5歳児に対して健康診査を行い、こども

の特性を早期に発見し特性に合わせた適切な支援を行う。 

（７）子ども医療費助成　 

　　　保険診療医療費について、中学3年生までの医療費無償化に加え、令和7年4月からは高校生年代に助成を拡

大、子育て世代の経済的負担軽減とこどもの疾病の早期発見及び早期治療を促進する。 

（８）まつえの子育て AI コンシェルジュ事業 

　　　子育て世代に幅広く普及しているソーシャルメディアである LINE を活用して、AI が即時回答することで、子育て

に関する疑問や悩みを24時間いつでも相談できる環境を提供する。 

（９）不妊治療費助成　　 

　　①一般不妊治療費助成 

　保険適用の不妊治療および人工授精について、治療者の経済的負担を軽減するため、本人負担分の一部を助

成する。 

②生殖補助医療費助成　 

医療保険適用外の生殖補助医療(体外受精・顕微授精)や、保険適用の生殖補助医療とあわせて先進医療を実

施した場合について、治療費の一部を助成する。 

（10）子育て世帯等の保育料軽減事業　　 

　　　子育て世帯等の経済的負担の軽減を図るため、認可保育所又は認定こども園に入所している0～2歳児クラスの

こどもについて、幼児教育・保育の無償化の対象とならない保育料の軽減を行うとともに、生計を一にする兄姉が2
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人以上いる場合は、保育料を無償化する。　 

（11）多子世帯の認可外保育施設保育料軽減事業 

　　　認可外保育施設を利用している0～2歳児クラスのこどもについて、保育を必要とする事由を有する場合で、生計

を一にする兄姉が２人以上いるときは、一定の範囲内で保育料の補助を行う。 

（12）病児保育事業　 

　　　病気療養中又は病気回復期の児童を預かる保育施設を設置し、子育て家庭の支援を行う。令和４年５月から導

入している病児保育支援システムにより、市民の育児と仕事の両立支援を推進する。 

（13）夜間保育事業運営費補助金 

　　　夜間に保護者から養育を受けられないこどもの健全な育成を図るため、夜間保育を実施する認可外保育施設の

事業運営費の一部を補助する。 

（14）保育所等施設整備費補助金 

施設の老朽化対策及び保育環境充実を図るため、私立認可保育所等の施設整備に対し補助金を交付する。 

（15）子育ての日イベント事業 

    市全体で子育てを応援する機運の醸成、子育て支援施策の認知度の向上を図るため、親子で楽しめるイベント

の開催や及び子育てを応援する機運を醸成するキャンペーンを実施する。 

（16）スマホでらくらく保育所等入所申込 

　　　令和5年11月から、自宅等で保育所等の入所申込手続きがスマートフォンで簡単にできるサービスを開始してお

り、引き続き市民の利便性を向上する。 

（17）保育所入所管理業務改善委託事業 

　　　保育所の入所申込にこども連れで来庁する保護者の利便性向上を目的として、保育所入所の「デジタル申請支

援」及び「リモートでの遠隔支援」を行う。 

 

 

（１）合計特殊出生率の推移（15～49歳の１人の女性が生涯生む平均出生率）　　　　　　　　　　　　   　　　（単位：人） 

 

（２）認可保育所等の入所児童数　（令和7年4月1日現在）　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：人） 

 

 区　分 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和 5 年

 全　国 1.42 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.34 1.30 1.26 1.20

 島根県 1.66 1.78 1.75 1.72 1.74 1.68 1.69 1.62 1.57 1.46

 松江市 1.58 1.72 1.60 1.55 1.56 1.55 1.53 1.54 1.52 1.41

 出生数 1,836 1,838 1,766 1,676 1,576 1,618 1,467 1,482 1,441 1,350

 
区　　  分 保育所数 定 　員

入所児童数

 0歳児 1～2歳 3歳以上 計

 公　　　 立 16 1,750 62 362 741 1,165

 直    営 11 1,350 56 322 650 1,028

 公設民営 5 400 6 40 91 137

 私     立 69 5,460 284 1,808 2,951 5,043

 認定こども園 19 1,541 67 402 846 1,315

 認定こども園以外 50 3,919 217 1,406 2,105 3,728

 計 85 7,210 346 2,170 3,692 6,208

２．児童福祉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（こども政策課・子育て給付課・こども家庭支援課）
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（３）地域子育て支援拠点事業 

　　　常設の遊び場を開設するとともに、育児相談や育児講座、親子の交流事業等を行う。 

・センター　　1ヵ所　（あいあい） 

（3～5歳のこどもと保護者が雨の日でも遊べる場所として「わいわいルーム」を開設） 

・サテライト　8ヵ所　（おもちゃの広場・美保関子育て支援センター・たまゆつどいの広場・宍道子育て支援セン　

ター・東出雲子育て支援センター・鹿島子育て支援センター・やくも子育て支援センター・　

松江赤十字乳児院） 

 

（４）ファミリーサポート事業 

　　　「子育てのサポートがしたい人」「子育てのサポートをしてほしい人」が会員となって、０歳～小学校６年生までの

育児の相互援助を有償で行う。　　 

・まつえファミリーサポートセンター 

 

（５）訪問型子育てサポート事業 

妊娠中や就学前までの子育てをしている家庭に、市が認定したホームサポーターを有償で派遣し育児や家事等

の支援を行う。 

・委託事業所　　３ヵ所（松江市シルバー人材センター、ケアサービス松江、まごころサービス松江センター） 

 

（６）家庭児童相談 

児童虐待の通告先として児童の安全確保と支援を行うとともに、こどもと家庭に関する様々な相談に対応する。 

また、しつけや育児に悩む保護者等を対象に、こどもとの関わり方を学ぶ講座・グループワーク等を行う「親子関

係形成支援事業」を開始する。 

 

（７）子育て短期支援事業 

保護者の病気や出張などのため、家庭での児童の養育が一時的に困難となった場合、短期間こどもを預かる

「ショートステイ事業」、夜間にこどもを預かる「トワイライトステイ事業」、母子生活支援施設に母とこどもを一緒に短

期間入所させ、母のレスパイト・ケアや育児相談等の支援を行う「親子ショートステイ事業」を行う。 

 

（８）子育て世帯・ヤングケアラー等訪問支援事業 

家事や子育て、家族のお世話などが困難な家庭へヘルパーを派遣し、児童虐待の予防やヤングケアラーへの

支援を行う。 

 

（９）子ども医療費助成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（令和7年4月1日現在） 

 

 

 

 
対 象

0歳～高校生年代 

18歳～20歳未満（一定の要件を満たす人）

 自 己 負 担 額 

（1ヶ月・1医療機関

あたりの医療費負担

割合）

0歳～中学3年生：無料（県の制度に松江市単独で上乗せして医療費を助成） 

高校生年代：入院　1割負担（上限月額2,000円）、通院　1割負担（上限月額1,000円）、 

薬局等　無料（松江市単独で医療費を助成） 

18歳～20歳未満：入院費のみ上限2,000円
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（10）児童手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（令和7年4月1日現在） 

 

（11）児童福祉施設 

 

 

 

（１）児童扶養手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和7年4月1日現在） 

受給者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　       　 　　　　　 （各年度3月分手当受給者数） 

 

（2）福祉医療費助成（ひとり親） 

 

（３）ひとり親家庭等高校通学費助成                                              （令和7年4月1日現在） 

 対 象 高校生年代（18歳の誕生日後の最初の3月31日）までの児童を養育している人

 

手 当 の 月 額

3歳未満　　　　　　　15,000円（第3子以降※は30,000円） 

3歳以上高校生年代　　10,000円（第3子以降※は30,000円） 

※「第３子以降」とは、大学生年代まで（22歳の誕生日後の最初の３月31日まで）の養育している児童のうち、３番

目以降をいう。

 
支 払 時 期 2月、4月、6月、8月、10月、12月

 母子生活支援施設 母子家庭の母と子をともに保護し、自立を支援する施設 定員は施設によって異なる

 
助 産 施 設

経済的理由により入院助産をうけることができない場合に利

用できる施設

松江市助産院（松江市立病院

内）定員：2 人

 
対 象

父母の離婚などにより、18歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある児童を養育して

いる人で、前年中の所得が一定額未満の人。

 

手 当 の 月 額

①児童１人＝全部支給46,690円、一部支給46,680～11,010円 

②児童２人＝全部支給57,720円、一部支給57,700～16,530円 

③児童３人＝全部支給68,750円、一部支給68,720～22,050円 

※児童が４人以上のときは、１人増えるごとに全部支給11,030円、一部支給11,020～5,520円加

算

 
支 払 時 期 5月、7月、9月、11月、1月、3月

 年 度 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

 
人 数 1,779 1,759 1,664 1,582 1,532 1,442 1,355 1,301 1,327

 

支 給 対 象

高等学校等（※）の第1学年から第3学年までの学年に在籍し、かつ、20歳に達する日以後の最

初の3月31日までにある者を養育している方。（※全日制、定時制の高等学校並びに盲学校・ろ

う学校及び養護学校の高等部、高等専門学校、高等専修学校、職業訓練校のこと。通信制・海

外留学を除く。）

 
対 象

18 歳未満又は高校卒業までの児童を養育するひとり親家庭に対し医療費の一部を助成。 

（前年の所得税が非課税である世帯または児童扶養手当の所得要件に該当する世帯）

 
自 己 負 担 上 限 額

1 医療機関における 1 ヶ月の自己負担上限額 

住民税課税世帯：入院 20,000 円、通院 6,000 円 

住民税非課税世帯：入院 2,000 円、通院 1,000 円

３．ひとり親の福祉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（子育て給付課） 
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（４）高等職業訓練促進給付金事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和7年4月1日現在） 

 

○高等職業訓練促進給付金 

 

○高等職業訓練修了支援給付金 

 

（５）自立支援教育訓練給付金事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和7年4月1日現在） 

 

（６）母子父子寡婦福祉資金の貸付 

 

 

助 成 額 （ 月 額 ）

・公共交通機関利用者（バス・電車等）　 

定期券購入額の2分の１（上限10,000円） 

・自宅からの通学が困難であるため、寄宿舎や下宿から通学している場合。 

寮費の2分の1（上限20,000円）　 

・交通用具利用者（自転車・バイク）　 

購入額の2分の1（上限20,000円）※在学中1回限り 

修理額の2分の１（上限5,000円）※各年度中1回限り

 
対 象 資 格

看護師・介護福祉士・保育士・理学療法士・作業療法士、歯科衛生士、美容師、社会福祉

士、調理師等、就職を容易にするために必要な資格として市長が定める資格

 
支 給 対 象 期 間 ・修業期間の全期間（上限48月）

 
支 給 額

・月額 100,000 円または 70,500 円（市町村民税の課税の状況による） 
・国家試験対策や実習に伴う就労収入の減を補うため、修業期間最後の 1 年間について 
は月額 40,000 円増額

 
支 給 額 50,000円または25,000円（市町村民税の課税の状況による）

 
対 象 講 座

雇用保険法による一般教育訓練給付金、特定一般教育訓練給付金、専門実践教育訓練給付

金の指定講座

 

支 給 額

教育訓練施設に対して支払われた入学料（登録料）、受講料でその施設の長が証明するもの 

① 雇用保険法による一般教育訓練給付金または特定一般教育訓練給付金の支給を受けるこ

とができない方 

→対象講座の受講料の60％相当額（上限20万円、支給額が12千円未満の場合は対象外） 

② 雇用保険法による専門実践教育訓練給付金の支給を受けることができない方 

→対象講座の受講料の60％相当額（上限40万円×修学年数(この場合、160万円を超える

場合は上限160万円、支給額が12千円未満の場合は対象外） 

※令和6年8月30日以降に講座指定を受けた方で、訓練修了後1年以内に資格取得し、そ

の資格を生かした就職等をした場合は、受講料の25％を追加支給。 

　（通常支給分60％＋追加支給分25％＝受講料の最大85％分を支給） 

③ 雇用保険法による一般教育訓練給付金または特定一般教育訓練給付金もしくは専門実践

教育訓練給付金の支給を受けることができる方 

→①又は②に定める額から雇用保険法の規定により支給された各種給付金の額を差し引

いた額

 
資 金 の 内 容

・こどもが修学する際に必要な資金 

・就職するために必要な技能を習得するために必要な資金 

・療養中の生活維持のための資金　　等

 
貸 付 の 対 象

・母子家庭の母、父子家庭の父が扶養する児童　　・父母のいない児童 

・寡婦が扶養する子　　・母子家庭の母又は父子家庭の父　　・寡婦　　等



 こ-6

（７）養育費確保支援事業 

 

（８）ひとり親家庭等の相談 

母子・父子自立支援員が、ひとり親家庭等の相談に応じ、自立に向けた指導や助言を行う。 

 

（９）その他 

① 公営住宅入居や保育所・児童クラブ入所の特別配慮 

② 母子生活支援施設への入所（18歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童のいる母子世帯） 

 

 

 

 

 

 
補 助 の 内 容

・ひとり親家庭等の親を対象に、養育費の取り決めに係る公正証書の作成等に必要な経費の全

額（上限3万円）を補助

 事 業 名 事 業 内 容

 
各 種 手 帳 発 行

母子健康手帳(親子健康手帳)、こそだて手帳、妊婦・産婦・乳児一般健康診査受診票、予防接

種手帳

 

健 康 診 査

・妊婦健康診査（個別健診）　　　・産婦健康診査（個別健診） 

・１か月児健診（個別健診）　　　　・４か月児健診（集団健診） 

・10か月児健診（個別健診）　　　・１歳６か月児健診（集団健診） 

・３歳児健診（集団健診）　　　　　・５歳児健診（２段階の健診：アンケート、診察・相談）

 
健 康 相 談

・妊婦相談　　　　　　・乳幼児健康相談　　　　・発達健康相談 

・子育てお悩み相談、おっぱい相談　　　　・オンライン相談

 
健 康 教 育 プレパパ・プレママ教室、助産師さんとのお話し会、離乳食と歯の教室、地域の食育講座　等

 
情 報 発 信 Facebook、X（旧 twitter）、母子手帳アプリ「母子モだんだん」、まつえの子育て AI コンシェルジュ

 
訪 問 指 導 妊婦訪問、生後４か月までの乳児全数訪問、産婦訪問、養育支援訪問

 

そ の 他 支 援

・多胎児養育家庭サポート事業　　　・産後ケア事業（通所型・訪問型・宿泊型・集団型・温泉型） 

・医療的ケア児支援　　　　　　　　　　・フッ化物塗布事業　　　・ブックスタート事業　　 

・ふたごちゃん♪みつごちゃんのつどい

 

医 療 制 度

○未熟児養育医療費助成 

○小児慢性特定疾病医療費助成 

○子ども医療費助成 

○不妊治療費助成　(一般不妊治療、生殖補助医療) 

○新生児聴覚検査費助成事業 

○風しん予防接種費用助成事業

４．母子・乳幼児保健対策事業　　 （こども政策課・子育て給付課・こども家庭支援課・健康推進課）


